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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１３８　　２０１１年　６　月　２３　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
原発をゼロにする世論と運動を　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ東京電力福島第１原発の重大事故は、発生から３カ月たっても収束のめどがたたず、被害がいつまで、どこまで広がるのかさえ分からない状態です。原発事故の、他の災害とはまったく違う「異質」な危険性や深刻さが、次々と明らかになっています。原発と暮らしは両立できない、原発はいらない、原発依存のエネルギー政策は根本的な転換をと求める声は、世界でも日本でも急速に広がっています（ドイツ、スイスについでイタリアが国民投票で原発廃止を決定）。いまこそ「原発ゼロ」をめざして世論と運動を広げることが、国民的な緊急課題になっています。日本共産党は、「原発からのすみやかな撤退、自然エネルギーの本格的導入を」の提言を発表し、国民的な討論と合意を呼びかけています。提言では、「安全な原発などありえない」と原発からの撤退の決断を政府に求め、５～１０年以内に「原発ゼロ」のプログラムを策定するよう求めています。　　　　　　　　　
海江田経済産業大臣　停止原発の再開要請

ｐ１８日、海江田大臣は、重大事故への対策が確認できたとして、停止中の原発の運転再開を地元自治体に要請しました。しかし、これは政府が７日に国際原子力機関に出した報告書の教訓に反するものです。電力不足を理由とした電力会社の言い分に沿ったもので、立地自治体からは根拠は不明の声が上がっています。日本共産党は、安全な原発などありえず、重大事故の起こる可能性は排除できない、地元合意の無いまま、政府は産業界からの要求をたてに自治体に原発の運転再開を求めるべきではないと主張しています。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月２９００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　

駅西土地区画整理事業　見直すチャンス

駅西土地区画整理事業の計画変更の縦覧が行われています。変更内容は、小規模な区域と道路の変更、期間の延長（平成２６年度末完成から平成３６年度末に）、それに資金計画（７億円増額して２８４.５億円に）です。１７日から始まり３０日まで土日も午前８時３０分から午後５時１５分まで、桑名駅周辺整備事務所で縦覧できます。異議がある場合は、三重県知事宛に７月１４日までに意見書として提出できます。１０年の延長で本当に平成３６年度末までに完成できるのでしょうか（私は現在６２歳だから７５歳になった時です。皆さんは幾つになられますか）。７億円の増額は、移転家屋が４１４間から４４３軒に増えたからだそうです（区画内５３３軒中）。これから２００億円何処から捻出するのか。すべて皆さんの税金からです（現在までに使ったお金は８５億円、今後１４年で家屋の移転補償などに２００億円を使おうとしています）。見直すチャンスです。道路渋滞のためだという、３年後の完成を見込む仮設の広場と８メートル道路の新設も怪しいものです。第３無料駐輪場の廃止も市民の意見を聞いておりません。朝夕、自転車の整理をしておられるシルバーの人たちも困惑されておられます。
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駅西第１駐輪場　　　　　　　　　　第２駐輪場　　　　　　廃止が予定されている第３駐輪場
６月議会　星野公平の質問から

Ⅰ、議案質疑（６月１６日に行いました。）

１、議案第３８号「平成２３年度一般会計補正予算（第１号）」ですが、

（１）「震災対策関連で個人と企業への新エネルギー導入支援と利子補給によると救済の対策」について、

①　家庭用新エネルギー普及支援と中小企業新エネルギー導入等促進の効果をどのように考えているのでしょうか。

②　中小企業新エネルギー導入等促進は、要望される企業があり、急を要するものなのでしょうか。この施策で市の目指すところはどこにあるのですか。

③　中小企業の方の借りているお金に対して利子補給を行おうとするものですが、本当に困っている中小零細企業は、借金だけでなく市税等の滞納もあり、なかなか公的機関から信用をもらえず、お金を借りられない現実があるわけですが、こんな方々にどう対応されますか。

【答弁】省エネ・新エネルギーに支援。税の公平性から市税の完納がまず先。
エネルギー対策の基本方針が無い事と本当に困っている人を助けることにならない点を指摘しました。
（２）緊急雇用と人件費増について

1 緊急雇用の予算（市民農業塾推進事業費と図書資料補修事業費）が２件ありますが、本当にこれは緊急雇用ですか。一昨年からの国・県からの施策の延長で、もう本来の緊急雇用の趣旨に合わないのではないでしょうか。

2 逆に今回、地区市民センター費の施設管理費増とか戸籍住民基本台帳費の事務費増とか（質問通告に載せるのをもらしましたが）保健センター費の健康教育指導事業費増として上げられているところに本当の緊急雇用、必要な雇用、安定雇用があるのではないでしょうか。この物の様に会計上扱われている事に不満がありますが、ここで雇用される人たちの時給はいくらで、採用はどのように行われているのでしょうか。

【答弁】一般に時給は７５０円。
まさに官製ワーキングプアの給料です。採用の正式な公募を求めました。
２．議案第３９号「桑名市庁舎耐震補強事業プロポーザル審査委員会条例の制定について」

平成８年に耐震補強が必要だと診断され、平成１６年に検討・調査をしてきた桑名市本庁舎耐震補強の問題です。この間何もなくて本当によかったと思います。
1 発注方法について。　　　　　　　　　　【答弁】設計施工の一括発注
2 委員はどのように選ぶのですか。　　　　【答弁】関係団体からの推薦も
3 委員会は最初からすべて公開で。　　　　【答弁】委員が決まって検討
4 委員の報酬について。　　　　　　　　　【答弁】条例どおり６７００円
5 委員会の経過や審査結果の公表について。 【答弁】審査委員会に諮りＨＰで
最後に、地元業者の下請けへの参入を要望しました。
Ⅱ、一般質問（６月２０日に行いました。）

１、市政の公開について

（１）１つは、①市長室の２４時間公開。もう１つは、②部長会のマスコミへの公開です。桑名市政を住民の方に身近に感じてもらい、市政に参加してもらう、情報の公開性の面でも必要ではないかと思います。市長の見解を求めます。

【答弁】①ライブ中継は効果が不明なことから、もう少し検証していく。
②会議の内容が施策の意思形成に関わる内容であるため公開しない。
（２）情報公開制度の問題です。

①　公開は当日か翌日にはする。できない場合は即座にその旨を通達し、予定日を明らかにして了解を得る。

②　公開に不満のあった場合の審査会は１ケ月以内に開催し結論を出す。

【答弁】迅速な事務処理を行うよう促す。可能な限り期間を短縮。
２、介護保険法の改悪について

改定介護保険法が６月１５日成立、来年の４月から施行されます。来年度からの①６５歳以上の方の保険料の値上げ、②新しく始まる総合事業③２４時間対応巡回型訪問サービス、複合型サービスへの対応、④泊まれる施設の現状と増床計画、⑤介護職員の医療行為について、桑名市はどの様に考えておられ、どの様に対応して行こうとしておられますか。
【答弁】次期介護保険事業計画策定作業の中で、昨年実施した高齢者実態調査の結果を勘案し、できる限り利用者の方が受けるサービスの低下や負担増にならないようにしていく。
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